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活用事例①
ハラスメントが職場で起こっている。
上司が恐れて部下への指導がまま
ならない。階層別のハラスメント研
修を実施してほしい。

活用事例②
業務改善助成金書類の申請につ
いてサポートしてほしい。
※こちらで書類の作成や提出代行
は出来ません。
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香川 １０３６円＋５６円＝１０９２円
岡山 １０４７円＋５６円＝１１０３円
愛媛 １０３３円＋５６円＝１０８９円
高知 １０２３円＋５６円＝１０７９円
徳島 １０４６円＋５６円＝１１０２円 令和8年8月7日時点
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業務改善助成金の概要
事業場内の最低賃金（事業場内で最も低い時間給）を一定額以上引き上げるとともに、生産性向上に資する設備
投資等を行った中小企業・小規模事業者に対し、その設備投資等に要した費用の一部を助成する。

【助成率】

【助成上限額】

【対象事業場】
・事業場内最低賃金が、令和８年度地域別最低賃金未満であること

90円コース70円コース50円コース引上げ労働者数

90万円（100万円）40万円（50万円）30万円（40万円）1人

150万円（240万円）50万円（100万円）40万円（70万円）2～3人

270万円130万円70万円4～５人

360万円180万円90万円６～７人

450万円230万円110万円８人以上

600万円300万円130万円10人以上

【助成対象の特例的】

助
成
対
象
の
例

POSレジシステム導入による在庫管理の短縮
リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮

設備投資

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

その他 顧客管理情報のシステム化

専門家による業務フロー見直しによる顧客回転率の向上

事業場内最低賃金が
1,050円以上

事業場内最低賃金が
1,050円未満

3/44/5

原材料費の高騰など社会的・経済的環境の変化等外的要因により利益率が３％ポイント
以上低下した事業者に限り、以下の経費も助成。
・パソコン、スマホ、タブレット等の端末及び周辺機器の新規導入

賃金引上
げ計画

設備投資等に
要した費用の
一部を助成

設備投資
等の計画

計画の承認
及び実行

※ （ ）書きの上限額は、事業場規模30人未満の事業者が対象。
※ 引上げ労働者数10人以上の助成上限額区分は、原材料費の高騰などの影響を受けている事業者（売上高総利益率又は売上高営業利益率が昨年と比較して３％ポイント減）
又は事業場内最賃1,050円未満の場合のみ対象。
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（３）支給要件等

【支給要件】
・中小企業/小規模事業者であること

常時使用する企業全体の労働者数資本金の額または出資総額業種

100人以下1億円以下の法人卸売業

100人以下5,000万円以下の法人サービス業

50人以下5,000万円以下の法人小売業

300人以下3億円以下の法人上記以外（一般産業）
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（３）支給要件等
【支給要件】
・事業場内最低賃金が「令和８年度地域別最低賃金未満」までであること
・事業場の最低賃金を50円以上引き上げること
・解雇・賃金引下げなどの不交付事由がないこと
・生産性向上に資する機器・設備の導入やコンサルティング等の生産性向上の設備
投資を行い、その費用を支払うこと

☞ 生産性向上設備投資等とは

・単に事業場の生産活動の効率化が図られるものの

・事業場の売り上げ増が図られるもの事業場の収益改善が見込まれるもの



https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html 10

（４）申請の単位
【申請の単位について】
・要件を満たした場合、事業場内最低賃金の引き上げ計画と設備投資等の計画
を立て工場・事務所など事業場ごとに申請する。
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（５）申請期限と賃金引き上げの時期
・原則、交付決定された年度の1月31日までに、納品・支払い完了・賃金引上
げを実施する必要がある

事業完了期限賃金引上げ期間申請期間

令和９年１月31日
令和８年９月１日～

令和８年度地域別最低賃金
の発効日の前日

令和８年９月１日～
令和８年度地域別最低賃金
の発効日の前日まで又は同
年11月末日までのいずれ

か早い日
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（６）費用（助成対象経費）助成の例

設備投資

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

その他

（飲食業）POSレジシステム、セルフレジ、食器洗浄機、
珈琲焙煎機、オーブン、掃除ロボット、自動茹で麺機

（旅館業）インカム、電気式フライヤー、火式グリラー
（製造業）ボイラー、フォークリフト、ラベルプリンタ
（福祉業）見守りカメラ、センサー、昇降式介護浴槽、

食器消毒保管庫、汚物流し設備設置工事、福祉車両
（建設業）測量機器、岩石・選別グラップル、油圧ショベル
（その他）農作物切断機、オートシャンプー機

専門家によるコンサルティング

顧客管理情報のシステム化
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（７）活用例（接客・飲食）
【設備投資の内容】
POSレジシステム、自動釣銭機等

【生産性向上の効果】
○導入前
入金・売上の集計や、領収書、釣銭支払等、
作業時間が⾧くなっていた

○導入後
清算業務が自動化され時間短縮されることにより、
顧客の回転率も向上

１台当たりの総事業費助成金支給額事業内容導入事例

100万円～700万円程度70万円～200万円玩具小売り、自転車販売、
食料品小売業等ＰＯＳレジシステム

100万円～400万円程度70万円～100万円日用品・雑貨・園芸等小
売、一般食品小売業等自動釣銭機
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（７）活用例（接客・飲食）
【設備投資の内容】
配膳ロボットの導入

【生産性向上の効果】
○導入前
アルバイトの急な欠勤があったり、奥行きのある動線を
一度に２食（両手）分の配膳しかできなかったりするため、
特に繁忙期においてより多くの配膳ができない

○導入後
配膳ロボットの導入により、５人が必要だった配膳業務

が４人でできるようになった。また、その分、顧客に目が
行き届くようになり、顧客からより良い評価が得られた。
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（７）活用例（導入設備）
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（８）手続きの流れ

労働局
労働局労働局

労働局

・事業場所在地を管轄する労働局に対し、所定の様式で交付申請を行う
・労働局による審査を経て、交付決定後、申請内容に沿った事業を実施する
・賃金引上げ、納品、導入物の支払い終了後、労働局に事業実績報告と
支給申請を行う

・労働局による審査を経て、補助金を支給
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（９）計算方法
【助成額】
生産性向上に資する設備投資等にかかった費用に助成率を乗じた金額と助成

上限額とを比較し、いずれか安い方の金額となる。

【例】（事業場規模30人未満の事業者）
・事業場内最低賃金が1,040円
→ 助成率４/５

・8人の労働者を1,130円まで引上げ(90円コース)
→ 助成上限額450万円

・設備投資などの額は600万円

480万円
(=600万×４/５)

450万円
(=助成上限額)>

(設備投資費用×助成率)
(90円コースの助成上限額)

支給額 450万円
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（10）よくあるご質問と注意点

賃金引上げ対象者
☞ 雇い入れ後６月を経過した労働者の賃金引き上げを前提
☞ アルバイトでも可、ただし、雇用保険加入が必要

支給決定後の変更
☞ 支給決定後の変更は不可

事前計画の策定
☞ 計画に基づいた設備投資・賃金引上げでなければ助成対象外

職場環境改善のための経費
☞ 熱中症防止対策として、エアコン設置、空調服は不可



働き方改革推進支援助成金とは？（１／２）
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生産性向上とともに労働時間の削減等に取り組む中小企業・小規模事業者や
傘下の企業を支援する事業主団体等を支援する制度です。

◆ 労働時間短縮・年休促進支援コース

19



働き方改革推進支援助成金とは？（２／２）
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各コースごとに成果目標を設定

成果目標の達成に向けて助成対象となる取組を実施

成果目標を達成

助成上限額の範囲内で取組費用を助成

20



助成対象となる事業主

① 労働者災害補償保険の適用事業主

② 以下Ａ、Ｂのいずれかに該当する中小企業事業主

B.
常時使用する労働者

Ａ.
資本または出資額業 種

50人以下5,000万円以下小売業、飲食店など小売業

100人以下（※）5,000万円以下物品賃貸業、宿泊店、
医療、福祉などサービス業

100人以下１億円以下卸売業卸売業

300人以下３億円以下農業、建設業、
製造業、運輸業などその他の業種

（※）医業に従事する医師が勤務する病院等は300人以下

21



成果目標（１／５）

① 月60時間を超える36協定の時間外・休日労働時間数を縮減
させること。【助成上限額:最大150万円】

事業実施前の設定時間数事業実施後に設定する
時間外労働と休日労働
時間の合計時間数

現に有効な36協定において
時間外労働と休日労働の合計時間数を
月60時間を超えて設定している事業場

現に有効な36協定において
時間外労働と休日労働の合計時間数を
月80時間を超えて設定している事業場

100万円150万円時間外労働と休日労働の
合計時間数を月60時間以下に設定

50万円
時間外労働と休日労働の
合計時間数を月60時間を超え
月80時間以下に設定

◎ 36（さぶろく）協定とは
労働基準法では、労働時間は原則として、１日８時間・１週40時間以内とされ、また、休日は原則として、毎週少なくとも１回与える

こととされていますが、法定労働時間を超えて労働者に時間外労働をさせる場合や法定休日に労働させる場合には、労働基準法第36条に
基づく労使協定（36協定）の締結と、所轄労働基準監督署⾧への届出が必要となります。

22

時短・年休促進



成果目標（３／５）

③ 年次有給休暇の計画的付与制度を新たに導入すること。
【助成上限額：25万円】

④ 時間単位の年次有給休暇制度を新たに導入し、かつ、特別
休暇※のいずれか１つ以上を新たに導入すること。
【助成上限額:25万円】

◎年次有給休暇の計画的付与制度とは
年次有給休暇の付与日数のうち５日を除いた残りの日数について、労使協定により、計画的に休暇取得日を割り振ることができる制度

です。計画的付与制度の導入には、以下の対応が必要となります。
① 就業規則に「労働者代表との間に協定を締結したときは、その労使協定に定める時季に計画的に取得させることとする」などのように
定めること。

② 労働者の過半数で組織する労働組合または労働者の過半数を代表する者との間で、書面による協定（計画的付与の対象者、対象となる
年次有給休暇の日数、計画的付与の具体的な方法、年次有給休暇の付与日数が少ない者の扱い、計画付与日の変更）を締結すること。

◎ 時間単位の年次有給休暇制度とは
年次有給休暇は原則１日単位ですが、労使協定の締結等により、年５日の範囲内で、時間単位での取得が可能となります。
時間単位の年次有給休暇制度の導入には、以下の対応が必要となります。

① 就業規則に年次有給休暇の時間単位での付与について定めること。
② 労働者の過半数で組織する労働組合または労働者の過半数を代表する者との間で、書面による協定（時間単位年休の対象者の範囲、
時間単位年休の日数、時間単位年休１日分の時間数、１時間以外の時間を単位として与える場合の時間数）を締結すること。

※設定改善指針に規定された、特に配慮を必要とする労働者に対する有給の休暇
（病気休暇、教育訓練休暇、ボランティア休暇 etc…)

23
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成果目標（加算分）

11～30人７～10人４～６人１～３人引き上げ人数

１人当たり２万円
（上限60万円）20万円12万円６万円３％以上引き上げ

１人当たり８万円
（上限240万円）80万円48万円24万円５％以上引き上げ

１人当たり12万円
（上限360万円）120万円72万円36万円７％以上引き上げ

24

⑥ 賃金の引上げ達成時の加算額
・常時使用する労働者数が30人を超える中小企業事業主の場合

・常時使用する労働者数が10人以上30人以下の中小企業事業主の場合

11～30人７～10人４～６人１～３人引き上げ人数

１人当たり２万円
（上限60万円）20万円12万円６万円３％以上引き上げ

１人当たり16万円
（上限480万円）160万円96万円48万円５％以上引き上げ

１人当たり24万円
（上限720万円）240万円144万円72万円７％以上引き上げ

時短・年休促進



成果目標（加算分）

11～30人７～10人４～６人１～３人引き上げ人数

20万円12万円６万円３％以上引き上げ

200万円120万円60万円５％以上引き上げ

300万円180万円90万円７％以上引き上げ

25

⑥ 賃金の引上げ達成時の加算額

・常時使用する労働者数が10人未満の中小企業事業主の場合

時短・年休促進



助成対象となる取組（１／２）

① 労務管理担当者に対する研修（※勤務間インターバル制度に関するもの及び業務研修を含む）

管理職等に対して、労働時間等の設定の改善の必要性等について周知を図るため、
外部の講師を招き研修を実施すること etc..

② 労働者に対する研修（※同上）、周知・啓発
労働者に対して、労働時間等の設定の改善の必要性等について周知を図るため、外部の講師を招き研修を

実施すること、ノー残業デー、ノー残業ウィークの実施 etc..

③ 外部専門家によるコンサルティング
外部専門家による業務体制等の現状の把握、問題点・原因の分析、対策の検討・実施 etc..

④ 就業規則・労使協定等の作成・変更
時間外労働の上限設定や特別休暇、時間単位の年次有給休暇制度の創設等を行うために必要な就業規則・

労使協定等の作成・変更、届出。

26



助成対象となる取組（２／２）

⑤ 人材確保に向けた取組
・求人情報サイトや求人情報誌、新聞等への求人広告の掲載、合同企業説明会への出展、求人パンフレット
・ダイレクトメール等の作成、人材採用に向けたホームページの作成・変更 etc..

⑥ 労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、
デジタル運行記録計の導入・更新

・ 勤怠管理ソフトウェア等の導入・更新、事業場独自の勤怠管理ソフトウェアの開発 etc..
・ 労働日ごとの始業・終業時刻を記録することができるICカード、ICカードの読取装置等の導入・更新。
・ 車載機器として、車載器本体等の購入、事業場用機器として、分析ソフトウェア等の導入・更新。

⑦ 労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・更新
・ 入出荷と在庫管理を連動させ業務の効率化を図る（倉庫業）
・ ＰＯＳ装置を導入し在庫管理の負担を軽減する（小売業）
・ 業務システムを導入し生徒の成績管理等の業務の効率化を図る（学習塾経営）

27



活用事例（１／２）

製造業Ａ社

・ICカード型タイムレコーダーと就業管理ソフトを導入して労務管理を効率化

・貨物ローダーを導入して製品の搬入・搬出作業を効率化

・36協定の見直しを行い、時間外労働を短縮

【成果目標】36協定の見直し（助成上限額：100万円）
時間外労働と休日労働の合計時間数が月70時間超

→ 時間外労働と休日労働の合計時間数を月50時間に設定

28



活用事例（２／２）

対象外の経費

29



申請から支給までの流れ（１／５）
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申請から支給までの流れ（２／５）
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申請から支給までの流れ（３／５）

32



申請から支給までの流れ（４／５）

交付申請期限、事業実施期間、支給申請期限

2026年11月30日（月）まで交付申請期限

2027年１月31日（日）まで事業実施期間

以下のいずれか早い日

支給申請期限 事業実施予定期間が終了した日から起算して30日後の日
または

2027年２月５日（金）
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ご案内

34

ご清聴ありがとうございました。

後日の訪問コンサルティングによる無料支援をご希望の
方は、香川働き方改革推進支援センターまでご連絡くださ
い。


